
１　概　　況

グラフで見る！下水道事業の決算（令和４年度）

（１）総括事項

　本市の下水道事業は、昭和28年から建設事業に着手し、下水道の目的・役割である「快適な生活環境の確保」「浸水被害の軽減」「公共用水域

の水質保全」に努めています。

　本年度は、未普及地域の解消に向けて汚水管の整備を進めるとともに、雨水の排水及び浸水被害を軽減するために雨水管の整備を継続して実施

いたしました。

　（業務の状況）

　本年度末の処理区域内人口は 56,462人で、前年度比 207人（0.4％）の増となり、行政区域内人口に対する普及率は 72.1％となっています。

また、水洗化人口は 53,991人で、前年度比 235人（0.4％）の増となり、水洗化率は 95.6％となりました。

　年間汚水処理水量 7,615,628㎥に対し、年間有収水量は 6,006,651㎥で、有収率は 78.9％となりました。

　（事業収支）

　収益的収入の決算額（税込）は、1,876,659,458円となりました。主なものは、下水道使用料 968,581,996円、雨水処理負担金 232,959,857円、

他会計補助金 38,125,106円、長期前受金戻入 525,788,857円などです。

　収益的支出の決算額（税込）は、1,754,828,518円となりました。主なものは、処理場費 418,526,663円、減価償却費 921,885,307円、企業債

利息 121,844,572円などです。

　前年度繰越分を含めた資本的収入の決算額（税込）は 1,202,977,720円となりました。内訳は、企業債 531,800,000円、他会計負担金

19,474,163円、工事負担金 11,017,720円、他会計補助金 275,475,837円、国庫補助金 365,210,000円となっています。

　前年度繰越分を含めた資本的支出の決算額（税込）は 1,606,670,317円となりました。内訳は、建設事務費 38,553,826円、管渠ほか建設改良

費 909,189,100円、固定資産購入費 2,431,000円、企業債償還金 656,496,391円となっています。

　資本的収入額が資本的支出額に不足する額 403,692,597円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 35,711,874円、減債積立金

106,776,723円、過年度分損益勘定留保資金 220,399,917円、当年度分損益勘定留保資金 40,804,083円で補てんしました。
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　建設改良事業の主な概要は下記のとおりです。

　①汚水管きょ整備事業（未普及対策事業）

土地区画整理
事業関連

　下水道工事（笠縫）3か所、下水道工事（岩北）3か所、下水道工事（岩南）3か所、下水道工事（双南）3か所、
　下水道工事（双柳）1か所

道路事業関連 　下水道工事（清川橋）1か所

　②雨水管きょ整備事業（浸水対策事業）　　

　③その他

　当年度の事業収支で消費税及び地方消費税を除いた損益取引では、下水道事業収益の決算額（税抜）1,780,149,204円に対し、下水道事業費

用の決算額（税抜）は 1,708,457,628円となり、71,691,576円の純利益を計上しました。

　また、汚水処理に係る1㎥当たりの費用を示す汚水処理原価は、143円76銭となり、使用料単価 146円60銭を 2円84銭下回る結果となりました。

　（建設改良事業の概要）

　平成30年度から5年間の計画で進めていた笠縫雨水幹線建設工事（総延長 831ｍ）は、令和4年度にすべての工事が完了しました。

　下水道工事第2工区（清川橋）の事業が翌年度へ繰越しとなりました。

（２）経営指標に関する事項

　令和4年度決算における経営成績について、経営の健全性を示す経常収支比率は前年度比 2.3ポイント減の 104.4％となりましたが、健全経営

の水準とされる 100％を上回っています。また、経費回収率は前年度比 0.4ポイント増の 102.0％となり、汚水処理に係る費用を下水道使用料

で賄えている状況とされる 100％を上回っています。

　一方、償却対象資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率は前年度比 2.3ポイント増の 13.1％となり、法定耐用年数を経過した管

渠延長の割合を示す管渠老朽化率は前年度比 1.1ポイント増の 16.1％となりました。昭和28年から建設事業に着手していることから下水道施設

の老朽化が進んでいます。現在、土地区画整理事業地内を中心に汚水管きょ整備を進めていますが、老朽化対策については、平成30年度に策定し

た飯能市下水道ストックマネジメント計画に基づき、計画的に取り組んでいます。
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●水洗化人口とは・・・●

公共下水道の処理区域内に居住し、公共下水道を使用している人口をいいます。

●年間汚水処理水量とは・・・●

公共下水道に流れた汚水の処理水量をいいます。

■　水洗化人口と年間汚水処理水量　■
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●年間汚水処理水量とは・・・●

公共下水道に流れた汚水の処理水量をいいます。

●年間有収水量とは・・・●

公共下水道に流れた汚水のうち、不明水を除いた使用料収入の対象となる水量のことをいいます。

不明水の原因として、管渠の老朽化やマンホール等からの浸水等があります。

●有収率とは・・・●

公共下水道に流れた汚水のうち、使用料収入の対象となる水量の割合です。

有収率＝有収水量÷年間汚水処理水量×１００

■　年間汚水処理水量・年間有収水量・有収率　■
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●汚水処理原価とは・・・●

公共下水道に流す汚水の処理費用１㎥あたりについて、どれだけ費用がかかっているかを表しています。

汚水処理原価＝汚水処理費÷年間有収水量

●使用料単価とは・・・●

公共下水道に流す汚水の処理費用１㎥あたりについて、どれだけ収益を得ているかを表しています。

使用料単価＝使用料収入÷年間有収水量

■　汚水処理原価と使用料単価　■
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●水洗世帯数とは・・・●

公共下水道の処理区域内に居住し、公共下水道を使用している世帯数をいいます。

■　水洗世帯数　■
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●職員数の推移●

下水道事業では事業効率化を図り、適正な職員数の確保に努めています。

■　職員数　■
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●企業債（借入資金）とは・・・●

公共下水道の管渠を布設するなどの建設改良事業に要する資金に充てるための借入金のことをいいます。

●企業債残高とは・・・●

年度末において、まだ返済していない借入金の合計残高のことをいいます。

●企業債償還金とは・・・●

その年度に返済した借入金の元金のことをいいます。

●支払利息とは・・・●

その年度に支払った借入金の利息のことをいいます。

■　企業債（借入資金）　■
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●収益的収支とは・・・●

予算事項のひとつである収益的収入及び支出で、下水道事業の経営活動によって発生する収益とこれに対応する費用をいいます。

■　収益的収支の状況（損益計算に関する収益・費用の状況）【税抜】　■
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●資本的収支とは・・・●

予算事項のひとつである資本的収入及び支出で、将来における経済活動に備えて行う建設改良や、この建設改良に係る企業債の償還元金等の支出と、

その財源となる収入を表しています。不足する額は、内部に貯えられた資金など（補てん財源）で補われます。

■　資本的収支の状況（建設改良に関する収支の状況）【税込】　■
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●費用とは・・・●

収益を得るために必要となった支出です。

●収益とは・・・●

下水道事業の経営活動から生じる収入です。

●当年度純利益とは・・・●

１年間に計上される全ての収益から全ての費用を引いた額です。

■　費用と収益【税抜】　■
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●収益の内訳●

総収益の主な構成は下のグラフのとおりです。

■　収益の内訳　■
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●費用の内訳●

総費用の主な構成は下のグラフのとおりです。

■　費用の内訳　■
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